












有期雇用契約、派遣労働を臨時的・一
時的業務に限定するとともに、有期雇
用契約期間の上限を1年に制限し、不
安定な短期反復雇用をなくします

　1年以上の有期雇用は期間の定めのない雇用契

約に切り替えます。雇用は期間の定めのない直接雇

用を原則とし、有期雇用は合理的理由がある場合に

限定します。労働基準法の有期雇用契約期間の上

限を1年とし、派遣受け入れ期間の上限と無期転換

ルールの要件も1年とします。違法・脱法的な解雇・

雇い止めをやめさせます（労働基準法、職業安定

法、労働者派遣法、労働契約法等の改正)。

フリーランス、ギグワーカーなどの保護
法制を確立します

　この間、フリーランスやギグワーカーなど「雇用関

係によらない働き方」が急増し、従事者は460万人

を超えています。しかし個人請負方式で仕事の発注

者との雇用契約でないことを理由に労働法制の保

護の対象外にされ、低賃金、無権利の状態に置かれ

てきました。2023年4月に成立した「フリーランス取

引適正化法」も公正な取引を確保するための最低

限必要なルールにすぎません。労働者としての保護

法制を早急に確立します。

　テレワークやプラットフォームビジネスなど、時間

や場所などの拘束性が低い働き方が増えるなか、

世界では個人請負方式であっても仕事の指示関係

などによって広く労働者性を認める方向になってい

ます。ＩＬＯの「雇用関係勧告（第198号）」（2006

年）は、フリーランス、ギグワーカーなどの労働者性

の認定と権利の保護を求め、ＥＵ各国、アメリカ、韓

国ではその具体化がすすんでいます。

　日本でも、1985年の「労働基準法研究会報告（労

基研報告）」の労働者性についての狭い判断基準を

見直し、より広く労働者性を認めて、実態は労働者で

あるのに労働者性が認定されない事態（誤分類）を

なくします。一定の指標に該当する場合に労働者性

を推定する法改正や一定の指標の存在をもってプ

ラットフォーム企業を雇用主と法的に推定する法改

正を行います（「労基法」等の改正）。

成・公表し、その履行を国が指導・督励する仕組み

をつくります（「労基法」、「パート・有期労働法」、「派

遣法」、男女雇用機会均等法等の改正）。

　家計補助ではなく、家計の主たる担い手となる非

正規雇用の女性が増えています。非正規で働く女性

のうち世帯主、単身者は約2割、288万人になり、とく

にシングルマザーの非正規比率は42％で、シング

ルマザーを中心に明日の食事にも困窮する事態に

陥っています。

「家族的責任」、「母性保護」を法律に
明記します

　ＩＬＯの「ジェンダー平等に関する一般調査報告

書」（2023年6月）は、雇用環境のすべてにおいて

ジェンダー平等を前進させることが必要であると強

調し、賃金差別の是正だけでなく、家族の育児や介

護にたいする責任（家族的責任）を男女ともに果た

せるような機会と待遇を実現することや、妊娠、出

産、産後、授乳時期を含む母性保護の実現を求めて

います。日本でも「家族的責任」、「母性保護」を法律

に明記します（「労基法」、「均等法」等の改正）。

非正規ワーカーも育児、介護休業を受
けられるようにします

　非正規ワーカーも育児、介護休業を取得できるよ

うに雇用継続期間の要件などを見直します。また、

雇用保険の加入要件を見直し、所得保障を受けら

れるようにします。育児休業の所得保障を1年間は

休業前の手取りの所得を補償する水準に引き上げ

ます（育児介護休業法、雇用保険法等の改正）。

パワハラ、セクハラなどあらゆるハラス
メントを一掃します

　ＩＬＯは、2019年に「労働の世界における暴力

とハラスメントを撤廃する条約」（190号条約）を採

択し、ハラスメントが女性の労働参加と定着を阻害

する恐れがあると指摘しました。とくに日本では非正

規ワーカーに対する雇い止めを脅しのように使った

パワハラ、セクハラが横行しています。ハラスメント

行為を具体的に法律で定義し禁止します。とりわけ

母性保護の観点からも妊娠、出産を契機に雇い止

めにするマタニティーハラスメントは絶対に許しま

せん。厳しい罰則も合わせた禁止措置をとります

（「育介法」、「均等法」、労働施策総合推進法等の改

正）。

「家族的責任」と「母性保護」のために
も長時間労働を是正します

　家族的責任を果たすためには、男性と女性、正規

と非正規を問わず、長時間労働の是正をすすめるこ

とが必要不可欠です。また女性が妊娠・出産後も同

じ仕事が続けられるように、長時間労働や転勤を前

提とした正規雇用のあり方を見直します（「労基法」、

「育介法」等の改正）。

　企業が保険料負担も含めてフリーランスやギグ

ワーカーの労災に責任を持つ仕組みをつくり、労災

補償を実現・拡充します（「労基法」等の改正）。

　労働組合を結成して団体交渉・ストライキを行う

権利を保障し、賃金の最低保障や休業手当の支給

などを制度化します（労働組合法等の改正）。

「シフト制」ワーカーの待遇改善をは
かります

　パートやアルバイトなど「シフト制」で働く非正規

ワーカーは、会社の都合で一方的にシフトが決定さ

れ、「シフトが減らされて収入が減った」、「シフトが

急に取り消しになっても補償がない」など不安定な

状況に苦しんでいます。シフトは使用者と雇用者の

合意のもとに作成し、労働条件に「最低労働時間」

「最低保障賃金」を明示することを使用者に義務付

けます。その際も、雇用者の都合でシフトを断れる

場合を明記し、働く者の権利を保障します（「労基

法」、パートタイム・有期雇用労働法等の改正）。

「同一価値労働同一賃金」、「均等待
遇」の具体化を法律に明記します

　ＩＬＯ条約（第100号）にもとづき、「同一価値労

働」、「均等待遇」を、企業の恣意（しい）的な判断で

はなく、客観的な基準にもとづいて評価し、非正規

雇用を理由とする賃金・労働条件の差別を禁止しま

す（「パート・有期労働法」、「派遣法」、職務待遇確保

法等の改正）。

「雇用形態・賃金格差公示制度」を導
入します

　韓国では2014年から企業（従業員300人以上）

にたいし、正規と非正規の構成比など雇用形態の公

示を義務付け、非正規雇用者の待遇改善や正規化

の促進に役立てています。欧州議会でも2023年5

月、男女賃金格差や採用時の賃金情報等の提供を

義務付ける「ＥＵ賃金透明性指令」が成立していま

す。男女の賃金格差の公表が始まりましたが、さらに

すすんで「雇用形態・賃金格差公示制度」を導入し、

常用労働者数301人以上の企業にたいして、正規・

非正規の構成比と賃金格差、男女別の構成比と賃

金格差を公表するよう義務付けます。また企業が正

規・非正規、男女の賃金格差を是正する計画を作

どを合わせると全体で約90万人、うち女性は約8割

の70万人を超えます。保育士、看護師、介護士、司

書、消費生活相談員、婦人相談員、調理師、栄養士

など女性が多くを占める専門的な資格職ほど非正

規化がすすみ、会計年度任用職員となってきまし

た。しかし年収200万円未満の人が6割も存在し、し

かも職員の4分の1は家計の主たる担い手であり、そ

のほとんどは女性です。

　まさに自治体自身がワーキングプアと女性差別を

つくりだしており、早急に待遇改善をはかる必要が

あります（「地公法」、地方自治法等の改正）。

　民間の非正規労働者に適用されている労働契約

法に準じ、会計年度任用職員も本人が希望する場

合、無期雇用への転換をはかります。また現行の「公

募ルール」は長年勤めてきた会計年度任用職員を

あらためて新規採用と一緒に「公募」に応募させよう

というものです。現場では雇い止めの道具に使われ

るほか、これまでの仕事が評価されず、人間としての

尊厳も奪っています。安心して長く働き続けられるよ

うに「公募ルール」を廃止し、公募は新規採用に限定

します。

　待遇改善を名目に期末手当が会計年度任用職員

に支給されることになりましたが、大半の自治体は、

期末手当を支給する分、月例給与を引き下げてしま

いました。制度の趣旨に反する行為であり、ただちに

やめるべきです。

　また2024年度から支給可能とされる勤勉手当に

ついても、月例給与を引き下げることなく、年収ベー

スの賃金増加につながるものにし、評価制度をつう

じたパワハラや雇い止めの口実に使われることのな

いようにします。

　会計年度任用職員にはフルタイム職員とパート

職員があります。規定上は1週間あたりの通常の勤

務時間が正規公務員より1分でも短いだけでパート

職員とみなされ、フルタイムに支給される退職手当

などが支給されないなどさまざまな差別がありま

す。不合理な差別、格差をただちに解消します。

国の期間業務職員制度、非常勤職員
の待遇を早急に改善します

　期間業務職員制度も、公務労働の多くを非正規

公務員が担うことを固定化し、更新3回目の公募を

制度化するなど会計年度任用職員制度と同様の問

題があります。無期雇用への転換の実現と「公募

ルール」の即刻廃止、期末手当分の月例給与の引き

下げをやめさせます。国の公務労働においても正規

と非正規の「均等待遇」を早急に実現していきます

（「国公法」、「給与法」等の改正）。

　公共の役割を縮小・放棄し、公務員削減一辺倒、

非正規雇用を拡大してきた新自由主義のやり方で

は、国民、住民要求に応えることも、貧困をなくし経

済を再生することも、ジェンダー平等を実現すること

もできません。今こそ公共の役割を取り戻し、必要な

正規公務員を増やすとともに、国、自治体が率先し

て非正規雇用の待遇改善をすすめます。

エッセンシャル、ケアワークなど住民の
命とくらしに関わる正規公務員を増や
します

　医療、保健、福祉・介護・保育などのエッセンシャ

ルワーク、ケアワークにたずさわる公務員や災害対

策、公共交通に従事する公務員を増やす必要があり

ます。教員も臨時教員・非常勤講師など非正規を拡

大するのではなく、正規教員を増やします。

　恒常的な仕事は正規公務員が担うことを原則と

するとともに、現にその仕事に長年従事してきた非

正規公務員が希望する場合には、正規公務員への

採用の道を開きます（各自治体の定数条例、行政機

関職員定数法等の改正。運用による改善も可）。

国、自治体などで働く非正規公務員、
労働者の時給をただちに1500円以上

に引き上げます

　国、自治体で働く非正規公務員や関連団体で働く

労働者、委託業務に従事する労働者の時給をただ

ちに1500円以上へ引き上げます（地方公務員法、

一般職給与法等の改正）。このことは地域経済の好

循環を生み出す契機にもなります。

正規雇用と非正規雇用の格差を是正
します

　民間の男女間賃金格差は正規雇用の男性を100

とすると非正規の女性は56ですが、公務員は正規

の男性を100とすると非正規の女性は43と大きな

格差があります。ジェンダー平等を実現するために

も正規と非正規、男性と女性との格差を是正します。

非正規公務員の賃金は昇給制度があっても上限が

ありますが、正規職員の俸給表に格付けすることに

よって賃金を引き上げられるようにします（「地公

法」、国家公務員法の改正および関連する給与法等

の改正)。

会計年度任用職員制度を早急に改善
します

　会計年度任用職員は会計年度ごとの1年契約を原

則とする非正規公務員です（更新は2回まで、3回目

は公募）。会計年度任用職員制度は、期末手当を支給

するなど非正規の待遇改善を名目として2020年4月

から導入されたものですが、実際には待遇改善につ

ながっておらず、公務労働の多くを非正規公務員が

担うことを固定化する役割を果たしています。

　会計年度任用職員はフルタイム、パートタイムな

国・自治体が率先して
非正規雇用の待遇改善を
すすめます
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有期雇用契約、派遣労働を臨時的・一
時的業務に限定するとともに、有期雇
用契約期間の上限を1年に制限し、不
安定な短期反復雇用をなくします

　1年以上の有期雇用は期間の定めのない雇用契

約に切り替えます。雇用は期間の定めのない直接雇

用を原則とし、有期雇用は合理的理由がある場合に

限定します。労働基準法の有期雇用契約期間の上

限を1年とし、派遣受け入れ期間の上限と無期転換

ルールの要件も1年とします。違法・脱法的な解雇・

雇い止めをやめさせます（労働基準法、職業安定

法、労働者派遣法、労働契約法等の改正)。

フリーランス、ギグワーカーなどの保護
法制を確立します

　この間、フリーランスやギグワーカーなど「雇用関

係によらない働き方」が急増し、従事者は460万人

を超えています。しかし個人請負方式で仕事の発注

者との雇用契約でないことを理由に労働法制の保

護の対象外にされ、低賃金、無権利の状態に置かれ

てきました。2023年4月に成立した「フリーランス取

引適正化法」も公正な取引を確保するための最低

限必要なルールにすぎません。労働者としての保護

法制を早急に確立します。

　テレワークやプラットフォームビジネスなど、時間

や場所などの拘束性が低い働き方が増えるなか、

世界では個人請負方式であっても仕事の指示関係

などによって広く労働者性を認める方向になってい

ます。ＩＬＯの「雇用関係勧告（第198号）」（2006

年）は、フリーランス、ギグワーカーなどの労働者性

の認定と権利の保護を求め、ＥＵ各国、アメリカ、韓

国ではその具体化がすすんでいます。

　日本でも、1985年の「労働基準法研究会報告（労

基研報告）」の労働者性についての狭い判断基準を

見直し、より広く労働者性を認めて、実態は労働者で

あるのに労働者性が認定されない事態（誤分類）を

なくします。一定の指標に該当する場合に労働者性

を推定する法改正や一定の指標の存在をもってプ

ラットフォーム企業を雇用主と法的に推定する法改

正を行います（「労基法」等の改正）。

成・公表し、その履行を国が指導・督励する仕組み

をつくります（「労基法」、「パート・有期労働法」、「派

遣法」、男女雇用機会均等法等の改正）。

　家計補助ではなく、家計の主たる担い手となる非

正規雇用の女性が増えています。非正規で働く女性

のうち世帯主、単身者は約2割、288万人になり、とく

にシングルマザーの非正規比率は42％で、シング

ルマザーを中心に明日の食事にも困窮する事態に

陥っています。

「家族的責任」、「母性保護」を法律に
明記します

　ＩＬＯの「ジェンダー平等に関する一般調査報告

書」（2023年6月）は、雇用環境のすべてにおいて

ジェンダー平等を前進させることが必要であると強

調し、賃金差別の是正だけでなく、家族の育児や介

護にたいする責任（家族的責任）を男女ともに果た

せるような機会と待遇を実現することや、妊娠、出

産、産後、授乳時期を含む母性保護の実現を求めて

います。日本でも「家族的責任」、「母性保護」を法律

に明記します（「労基法」、「均等法」等の改正）。

非正規ワーカーも育児、介護休業を受
けられるようにします

　非正規ワーカーも育児、介護休業を取得できるよ

うに雇用継続期間の要件などを見直します。また、

雇用保険の加入要件を見直し、所得保障を受けら

れるようにします。育児休業の所得保障を1年間は

休業前の手取りの所得を補償する水準に引き上げ

ます（育児介護休業法、雇用保険法等の改正）。

パワハラ、セクハラなどあらゆるハラス
メントを一掃します

　ＩＬＯは、2019年に「労働の世界における暴力

とハラスメントを撤廃する条約」（190号条約）を採

択し、ハラスメントが女性の労働参加と定着を阻害

する恐れがあると指摘しました。とくに日本では非正

規ワーカーに対する雇い止めを脅しのように使った

パワハラ、セクハラが横行しています。ハラスメント

行為を具体的に法律で定義し禁止します。とりわけ

母性保護の観点からも妊娠、出産を契機に雇い止

めにするマタニティーハラスメントは絶対に許しま

せん。厳しい罰則も合わせた禁止措置をとります

（「育介法」、「均等法」、労働施策総合推進法等の改

正）。

「家族的責任」と「母性保護」のために
も長時間労働を是正します

　家族的責任を果たすためには、男性と女性、正規

と非正規を問わず、長時間労働の是正をすすめるこ

とが必要不可欠です。また女性が妊娠・出産後も同

じ仕事が続けられるように、長時間労働や転勤を前

提とした正規雇用のあり方を見直します（「労基法」、

「育介法」等の改正）。

　企業が保険料負担も含めてフリーランスやギグ

ワーカーの労災に責任を持つ仕組みをつくり、労災

補償を実現・拡充します（「労基法」等の改正）。

　労働組合を結成して団体交渉・ストライキを行う

権利を保障し、賃金の最低保障や休業手当の支給

などを制度化します（労働組合法等の改正）。

「シフト制」ワーカーの待遇改善をは
かります

　パートやアルバイトなど「シフト制」で働く非正規

ワーカーは、会社の都合で一方的にシフトが決定さ

れ、「シフトが減らされて収入が減った」、「シフトが

急に取り消しになっても補償がない」など不安定な

状況に苦しんでいます。シフトは使用者と雇用者の

合意のもとに作成し、労働条件に「最低労働時間」

「最低保障賃金」を明示することを使用者に義務付

けます。その際も、雇用者の都合でシフトを断れる

場合を明記し、働く者の権利を保障します（「労基

法」、パートタイム・有期雇用労働法等の改正）。

「同一価値労働同一賃金」、「均等待
遇」の具体化を法律に明記します

　ＩＬＯ条約（第100号）にもとづき、「同一価値労

働」、「均等待遇」を、企業の恣意（しい）的な判断で

はなく、客観的な基準にもとづいて評価し、非正規

雇用を理由とする賃金・労働条件の差別を禁止しま

す（「パート・有期労働法」、「派遣法」、職務待遇確保

法等の改正）。

「雇用形態・賃金格差公示制度」を導
入します

　韓国では2014年から企業（従業員300人以上）

にたいし、正規と非正規の構成比など雇用形態の公

示を義務付け、非正規雇用者の待遇改善や正規化

の促進に役立てています。欧州議会でも2023年5

月、男女賃金格差や採用時の賃金情報等の提供を

義務付ける「ＥＵ賃金透明性指令」が成立していま

す。男女の賃金格差の公表が始まりましたが、さらに

すすんで「雇用形態・賃金格差公示制度」を導入し、

常用労働者数301人以上の企業にたいして、正規・

非正規の構成比と賃金格差、男女別の構成比と賃

金格差を公表するよう義務付けます。また企業が正

規・非正規、男女の賃金格差を是正する計画を作

どを合わせると全体で約90万人、うち女性は約8割

の70万人を超えます。保育士、看護師、介護士、司

書、消費生活相談員、婦人相談員、調理師、栄養士

など女性が多くを占める専門的な資格職ほど非正

規化がすすみ、会計年度任用職員となってきまし

た。しかし年収200万円未満の人が6割も存在し、し

かも職員の4分の1は家計の主たる担い手であり、そ

のほとんどは女性です。

　まさに自治体自身がワーキングプアと女性差別を

つくりだしており、早急に待遇改善をはかる必要が

あります（「地公法」、地方自治法等の改正）。

　民間の非正規労働者に適用されている労働契約

法に準じ、会計年度任用職員も本人が希望する場

合、無期雇用への転換をはかります。また現行の「公

募ルール」は長年勤めてきた会計年度任用職員を

あらためて新規採用と一緒に「公募」に応募させよう

というものです。現場では雇い止めの道具に使われ

るほか、これまでの仕事が評価されず、人間としての

尊厳も奪っています。安心して長く働き続けられるよ

うに「公募ルール」を廃止し、公募は新規採用に限定

します。

　待遇改善を名目に期末手当が会計年度任用職員

に支給されることになりましたが、大半の自治体は、

期末手当を支給する分、月例給与を引き下げてしま

いました。制度の趣旨に反する行為であり、ただちに

やめるべきです。

　また2024年度から支給可能とされる勤勉手当に

ついても、月例給与を引き下げることなく、年収ベー

スの賃金増加につながるものにし、評価制度をつう

じたパワハラや雇い止めの口実に使われることのな

いようにします。

　会計年度任用職員にはフルタイム職員とパート

職員があります。規定上は1週間あたりの通常の勤

務時間が正規公務員より1分でも短いだけでパート

職員とみなされ、フルタイムに支給される退職手当

などが支給されないなどさまざまな差別がありま

す。不合理な差別、格差をただちに解消します。

国の期間業務職員制度、非常勤職員
の待遇を早急に改善します

　期間業務職員制度も、公務労働の多くを非正規

公務員が担うことを固定化し、更新3回目の公募を

制度化するなど会計年度任用職員制度と同様の問

題があります。無期雇用への転換の実現と「公募

ルール」の即刻廃止、期末手当分の月例給与の引き

下げをやめさせます。国の公務労働においても正規

と非正規の「均等待遇」を早急に実現していきます

（「国公法」、「給与法」等の改正）。

　公共の役割を縮小・放棄し、公務員削減一辺倒、

非正規雇用を拡大してきた新自由主義のやり方で

は、国民、住民要求に応えることも、貧困をなくし経

済を再生することも、ジェンダー平等を実現すること

もできません。今こそ公共の役割を取り戻し、必要な

正規公務員を増やすとともに、国、自治体が率先し

て非正規雇用の待遇改善をすすめます。

エッセンシャル、ケアワークなど住民の
命とくらしに関わる正規公務員を増や
します

　医療、保健、福祉・介護・保育などのエッセンシャ

ルワーク、ケアワークにたずさわる公務員や災害対

策、公共交通に従事する公務員を増やす必要があり

ます。教員も臨時教員・非常勤講師など非正規を拡

大するのではなく、正規教員を増やします。

　恒常的な仕事は正規公務員が担うことを原則と

するとともに、現にその仕事に長年従事してきた非

正規公務員が希望する場合には、正規公務員への

採用の道を開きます（各自治体の定数条例、行政機

関職員定数法等の改正。運用による改善も可）。

国、自治体などで働く非正規公務員、
労働者の時給をただちに1500円以上

に引き上げます

　国、自治体で働く非正規公務員や関連団体で働く

労働者、委託業務に従事する労働者の時給をただ

ちに1500円以上へ引き上げます（地方公務員法、

一般職給与法等の改正）。このことは地域経済の好

循環を生み出す契機にもなります。

正規雇用と非正規雇用の格差を是正
します

　民間の男女間賃金格差は正規雇用の男性を100

とすると非正規の女性は56ですが、公務員は正規

の男性を100とすると非正規の女性は43と大きな

格差があります。ジェンダー平等を実現するために

も正規と非正規、男性と女性との格差を是正します。

非正規公務員の賃金は昇給制度があっても上限が

ありますが、正規職員の俸給表に格付けすることに

よって賃金を引き上げられるようにします（「地公

法」、国家公務員法の改正および関連する給与法等

の改正)。

会計年度任用職員制度を早急に改善
します

　会計年度任用職員は会計年度ごとの1年契約を原

則とする非正規公務員です（更新は2回まで、3回目

は公募）。会計年度任用職員制度は、期末手当を支給

するなど非正規の待遇改善を名目として2020年4月

から導入されたものですが、実際には待遇改善につ

ながっておらず、公務労働の多くを非正規公務員が

担うことを固定化する役割を果たしています。

　会計年度任用職員はフルタイム、パートタイムな
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フルタイムとパートタイムの差別、
格差をなくします

無期雇用への転換をすすめ、
「公募ルール」を廃止します

期末手当分の月例給与の引き下げを
ただちにやめさせます


